
 

東京都学校事務職員労働組合（東学） 新宿区西新宿２－８－１ 都庁第２本庁舎３２階

（文部科学省概算要求特集号） ２０２４年９月２日 ＮO.６８９ 

中央教育審議会・答申 ５月特別部会「審議

のまとめ」を踏まえ教職調整額１０％以上に 
中央教育審議会は、８月２７日に「『令和の日本型学校教育』を担う質の高い教師の確

保のための環境整備に関する総合的な方策について（答申）」を文部科学大臣に提出しま

した。答申は、5 月に特別部会が出した「審議のまとめ」を踏まえて作成されたものです。

「審議のまとめ」に、新たに、週当たりの授業時数を減らすため、夏休みの短縮などで授

業日数を増加することを新たに例示しました。答申の問題点は、教職員定数の抜本的改善

に言及していないこと、時間外手当の支給を拒んでいること、教職調整額を１０％以上と

しても長時間労働の歯止めとはならないこと、などです。 

勤務時間。まずは時間外在校等時間が月８０時間超の教師をゼロにすることを最優先で

目指し、全ての教師が月４５時間以内となることを目標として、将来的に平均値として月

２０時間程度への縮減を目指し、それ以降も見直しを継続するべき。「勤務間インターバ

ル」の推進。1 年単位の変形労働時間制の活用。 

教職員定数。小学校３，４年についても教科担任制を推進。支援スタッフの更なる配置

の充実。新たな職の創設。 

処遇の改善。教職調整額の率を少なくとも１０％以上とする。教諭と主幹との間に、新

たな級の創設。義務教育等教員特別手当の額を加算。管理職手当の改善。 

２０２５年度文部科学省の概算要求まとまる 

教職調整額を４％→１３％に引き上げる 
文部科学省は、８月２９日、２０２５年度の概算要求を公表しました。一般会計総額は、

２４年度比１１．５％増の５兆９５３０億円です。 

１． 教職員定数改善について  

定数改善７，６５３人増（１７０億円）－自然減等８，７０３人（１９２億円） 

 ○小学校における教科担任制の拡充 ２，１６０人増 

 ○生徒指導担当教師の全中学校への配置 １，３８０人増 

 ○多様化・複雑化する課題への対応 ４７６人増 

 ○３５人学級の推進等、義務標準法の改正に伴う定数増 ３，６３７人増 

２．教師の処遇改善について ２３２億円増 

 ○教職調整額の水準を４％から１３％への改善（管理職の本給も改善） 

 ○学級担任への加算 月額３，０００円（義務教育等教員特別手当に加算） 

 ○管理職手当の改善 支給水準を改善（月額５，０００円から１０，０００円の増） 

 ○新たな職の創設 教諭と主幹教諭の間に新たな級を創設し、教諭よりも高い処遇と

する（月額６，０００円程度） 

３．多様な支援スタッフについて 

 ○教員業務支援員の配置（拡充） ２８，１００人、１１０億円 

○副校長・教頭マネジメント支援員の配置（拡充） ３，０００人、１６億円 

○学習指導員等の配置（拡充） １２，０００人、３７億円 



全国知事会、全国都道府県教育長協議会、東

京都、特別区長会、東京市長会などが、昨年

度に引き続き、学校給食費の無償化を国や東

京都に要望 
学校給食費等の保護者負担の軽減等については、「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交

付金」の活用の対象とされ、保護者負担の軽減が図られている。一方、学校給食法の制定

後、半世紀以上が経過し、少子化の進展等の社会情勢が変化する中、長期的な視点で、切

れ目なく学校給食費等の保護者負担の軽減を図る必要がある。このため、臨時交付金のよ

うな一時的な措置ではなく、国全体として無償化に向けた学校給食費等の負担の在り方を

抜本的に整理した上で、国の責任で財源を含め具体的な施策を示すこと。（全国知事会） 

 

学校給食費の保護者負担の無償化。 

今、子育て世帯は、将来の不安から様々な悩みを抱えており、また、教育費も大きな負担

となっている。学校給食法の制定後、半世紀以上が経過し、少子化の進展等社会情勢が変

化する中、長期的な視点で、切れ目なく学校給食費等の保護者負担の軽減を図る必要があ

る。現在、国においては、学校給食費無償化の実現に向けて、地方公共団体における学校

給食の実態を把握し、課題を整理した上で具体的方策を検討しているところであるが、栄

養バランスや量を維持した学校給食を今後も安定して提供するためには、地方公共団体間

の財政力の格差によって、教育の根幹に関わる給食制度の格差が生じることがないよう、

国の責任において無償化にかかる恒久的な財政措置を講じられたい。また、整理に時間を

要する場合は、臨時交付金を延長・拡充し、保護者負担軽減のため、学校設置者が実施す

る給食費の無償化等の制度への財政措置を講じられたい。（全国都道府県教育長協議会） 

 

１． 学校給食費の無償化を実現すること。 

２． 国の方策が講じられるまでの間、地方自治体の取組に財政支援を講じること。 

（東京都） 

 

学校給食費の全国一律での無償化に向けた国への働きかけと都制度の拡充 

学校給食費については、児童・生徒及び保護者に、居住する自治体によって大きな教育格

差が生じることがないよう、国による広域的な対応が必要であることから、全国一律での

無償化が市町村の財源負担なく実現するように引き続き国に働きかけること。また、この

実現までの間は、都において、現行の補助制度を拡充するとともに、継続的に財政支援を

行われたい。（東京都市長会） 

 

自治労第９８回定期大会（千葉大会）が開催 
台風１０号の接近に伴い、全国の交通機関が運休・遅延。そのため、自治労は、代議員

について、対面を基本に開催するもののウェブでの参加も可能とする扱いとしました。結

果、代議員のウェブ参加もありました。７百名弱の代議員の熱心な討論によって、当面の

闘争方針などが補強され、圧倒的多数の賛成によって、可決・成立しました。議論の多く

が人事院勧告（世代間格差、地域手当、扶養手当など）などの賃金・労働条件に関するも

の。また、ほとんどの代議員は、組織内候補・岸まきこの再選必勝を訴えていました。 


